
 
 

郵
便
法
及
び
民
間
事
業
者
に
よ
る
信
書
の
送
達
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る 

附
帯
決
議 

 

政
府
は
、
本
法
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
そ
の
実
現
に
努
め
る
べ
き
で
あ
る
。 

 

一
、
郵
政
民
営
化
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
日
本
郵
政
株
式
会
社
及
び
日
本
郵
便
株
式
会
社
が
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
、

郵
便
の
役
務
、
簡
易
な
貯
蓄
、
送
金
及
び
債
権
債
務
の
決
済
の
役
務
並
び
に
簡
易
に
利
用
で
き
る
生
命
保
険
の
役
務
が
利
用

者
本
位
の
簡
便
な
方
法
に
よ
り
郵
便
局
で
一
体
的
に
利
用
で
き
る
よ
う
に
す
る
と
と
も
に
将
来
に
わ
た
り
あ
ま
ね
く
全
国

に
お
い
て
公
平
に
利
用
で
き
る
こ
と
が
確
保
さ
れ
る
よ
う
、
郵
便
局
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
維
持
し
、
並
び
に
、
郵
便
局
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
活
用
そ
の
他
の
郵
政
事
業
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
そ
の
公
益
性
及
び
地
域
性
が
十
分
に
発
揮
さ
れ
る
よ
う
、
こ

れ
ら
の
責
務
の
履
行
の
確
保
を
図
る
た
め
、
必
要
な
支
援
及
び
環
境
整
備
を
行
う
こ
と
。 

 

二
、
郵
政
三
事
業
に
お
い
て
、
サ
ー
ビ
ス
の
公
共
性
に
鑑
み
、
適
正
な
雇
用
環
境
や
健
全
な
事
業
基
盤
が
確
保
さ
れ
る
よ
う
配

意
す
る
こ
と
。 

 

三
、
信
書
の
制
度
に
関
す
る
利
用
者
の
理
解
及
び
認
識
を
深
め
る
た
め
、
関
係
事
業
者
等
と
連
携
し
、
適
切
な
周
知
を
図
る
こ

と
。 

  
 

右
決
議
す
る
。 
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